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イカ類は日本が消費する重要な水産物のひとつですが、近年、世
界的な需要の増加と、それに伴う深刻な資源枯渇が危惧されて
います。日本海で漁獲されるスルメイカは、歴史的な不漁に見舞
われているいっぽう、2025年は太平洋での予想を上回る豊漁が
記録されるなど、漁獲管理の難しさが指摘されています。その原
因として、イカ類独自の生態的特徴や、IUU（違法・無報告・無
規制）漁業や海洋環境の変化があげられています。いっぽうシー
フードミックスなどに使われるアメリカオオアカイカは、現状で
は資源は安定しつつも主として中国船による公海上での漁獲圧
の影響が危惧されており、こちらも予断を許さない状況です。

WWFジャパンは、こうした状況を受けて、2022年よりイカ類の
生産や流通構造に関する調査に着手し、オンラインセミナー「イ
カ類の持続可能な生産と消費を考える」の開催、スルメイカの日
本三大産地である石川県能登町にてイカ漁業関係者と現状や課
題感に関しての意見交換、水産庁開催のス
ルメイカステークホルダー会議に参加する
などし、イカ漁業をめぐるIUU漁業や資源
管理の課題解決への道を探ってきました。
課題解決には、水産庁が資源管理を強化す
る、漁業者が認証を取得するといった局所
的な取り組みだけではなく、イカ漁業に関
わるバリューチェーン全体の協力・連携が
不可欠であることから、国内外の多様なス
テークホルダーが一堂に会する「イカサ
ミット〜世界のイカ資源の未来を共に守る
〜」を開催することとしました。

本サミットは、世界有数のイカ消費国である日本において、電子
化などの取組を通じた漁業の透明性確保や資源管理の強化に関
する解決策を共有しました。こうした課題は日本にとどまらず、
東アジア、南米、ヨーロッパなどでも危機感をもって受け止めら
れており、持続可能なイカの未来に向けて、資源管理の改善、ト
レーサビリティ、透明性への関心が高まっています。本サミット
は、各国の事例から学び、連携を促進し、国際社会へ発信してい
く機会となりました。また、各国政府に加え、漁業者やサプライ
チェーンに関わる多様な関係者が協働し、複雑な課題の解決に
向けた一歩を踏み出す場ともなりました。

最後に多様なステークホルダーによる行動変革の第一歩として、
「世界のイカ資源の未来を共に守るための共同宣言」への署名が
提案され、閉会となりました。

2026年5月26日および27日に、東京の国連大学エリザベス・ ローズ国際会議場において、『イカ
サミット～世界のイカ資源の未来を共に守る～』をWWFジャパン（IUUフォーラム共催）が開催
いたしました。会場参加とオンライン参加を合わせ、二日間で約125名の参加者が集まり、近年の
イカ産業を取り巻く不漁問題と資源管理の難しさ、過剰漁獲による資源低下、IUU（違法・ 無報告・
無規制）漁業の横行、海洋環境の変化に伴う水産資源の変動、さらには燃料・ 原材料価格の高騰、
国内外における規制強化などの厳しい状況を背景に、課題解決に向けた議論が交わされました。
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境氏は、世界のイカ類漁獲量
が近年300〜400万トン規模
まで増加している一方、資源
評価が十分でない種も多いと

説明。イカは寿命約1年の単年性資源であり、気候
変動の影響も強く受けるため、資源変動の予測が難
しいとのこと。日本周辺のスルメイカ資源は低迷が
続いており、環境要因の影響も大きいと分析してい
ます。また、多くのイカ類で共通の課題として、公
海を含めた統一的な国際管理や漁獲データの整備
が不十分であることが示され、科学的データの充実
と国際協調の必要性が強調されました。

赤塚氏は、日本の漁獲量減少を背景に、
漁業法を改正し、MSY（最大持続生産量）
を実現する資源水準の値を目標とする資
源管理へ移行したと説明。スルメイカは

TAC（総漁獲可能量）管理対象ですが、2025年度にはTAC超
過が発生したため、水産庁は迅速かつ的確な数量管理を行う
体制の整備を進めています。今後については、前年の段階で翌
年の資源量を精度良く予測することが難しいスルメイカの特
性を踏まえた柔軟なTAC管理の運用が必要だと述べました。

中津氏は、日本海での外国漁船による
IUU漁業の拡大や環境変化が、スルメ
イカ資源悪化の要因になっていると説
明。国内漁船数は減少し、後継者不足や

産業基盤の弱体化も進行しており、持続可能な漁業の維持に
は、日本・韓国など関係国による資源管理強化と違法操業対
策が必要だと訴えました。

第2部では、本サミットの開催地である日本における多様なステークホルダーが、それぞれの立場からイカ資源の現状
と課題について報告しました。

■日本のイカ漁業管理の現状と課題について

■日本のイカ釣り漁業の現状と課題について

第1部

第2部

世界のイカ資源の現状と資源評価について

日本のイカ資源の現状と課題について

境 磨 氏
水産研究・教育機構 水産資源研究所 水産資源研究センター浮魚資源部浮魚第3グループ長

赤塚 祐史朗 氏
水産庁資源管理部管理調整課資源管理推進室長

中津 達也 氏
全国いか釣り漁業協会会長
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韮澤氏は、原料不足や価格高騰、人件費・物流費
の上昇により、加工業界の経営環境が悪化してい
ると報告。一方で、消費者のイカに対する「値頃
感」もあり、単純な値上げが難しい状況にあり、

今後、品質や健康性などの新たな価値の向上や、ニーズを把握するた
めの消費者とのコミュニケーションが重要であると強調しました。

小川氏は、燃油費や船舶建造費の上昇により、漁
業経営リスクが高まっていると説明。国内供給
は減少する一方で需要は維持されており、輸入
依存が強まっているとのこと。今後は販路拡大

や “マーケットイン” の発想、産地情報の可視化などを進め、サプラ
イチェーン全体で産業の維持を考える必要性を訴えました。

ワン氏は、中国が世界有数のイ
カ漁業・加工国であり、世界流
通の40〜45％が中国経由であ
ると説明。中国では夏季休漁制

度やTACに基づく特別許可制度が導入され、VMS
（船舶監視システム）やAIS（船舶自動識別装置）を活
用した監視も進められています。一方で、種別データ
の不足や透明性向上は課題であり、多国間協力やト
レーサビリティの強化が必要だと述べました。

パネルディスカッションでは、第1部から第2部までの登壇者が
着席し、参加者からの質問に答えました。イカ資源管理の難しさ
や気候変動の影響が共有され、日本海におけるIUU漁業の危険性
への懸念も議論されました。研究者・行政・産業・消費者を含め
た連携が重要であるとの認識が示されました。パネルディスカッ
ションから参加した谷地充晴氏（株式会社ヤマツ谷地商店代表取
締役社長）は、イカの小型化への懸念を取り上げました。また、海の環境変化や、底引き
網と巻き網でイカが獲れるタイミングの違いを踏まえたTACの見直しを求めました。

■日本のイカ加工市場の現状と課題について

■日本のイカ漁業現場の課題について

パネルディスカッション

第3部 中国のイカ漁業管理制度について

韮澤 新太郎 氏
全国いか加工業協同組合専務理事

小川 栄次 氏
永宝水産株式会社代表取締役社長

ソンリン・ワン 氏
青島市海洋生態研究会（QMCS）
創設者・会長
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解決策への期待 −国際協働・透明性・トレーサビリティ−

世界イカ漁業の課題について

チウ氏は、IUU漁業や過剰漁獲、人権侵害の実態を
報告しました。中国・韓国・台湾の遠洋イカ漁船団
では、違法操業や長時間労働、暴力など深刻な問題
が確認。日本市場も輸入イカを通じてこうした問題

と無関係ではないと指摘し、透明性向上やデジタルトレーサビリティ、人
権デューデリジェンスの導入を提言しました。ワン氏とチウ氏への質疑応
答では、洋上転載（トランスシップメント）が人権侵害や過剰漁獲の温床
になりやすい点が議論されました。また、日本でも輸入管理や情報公開、
人権対応を含めたトレーサビリティ強化の必要性が共有されました。

シャオチー・チウ 氏
Environmental Justice Foundation 東アジア・マネージャー

ピジョン氏は、「漁業透明性グローバル憲
章」を紹介し、漁船情報の公開、VMS監視、
転載管理など、透明性向上の重要性を説明
しました。透明性はIUU漁業の抑止や人権
リスクの低減につながると強調しました。

アルバレス氏は、モバイルアプリを活用し
た電子トレーサビリティを導入し、漁獲から
輸出までをデジタル管理している取り組み
を発表しました。透明性向上や違法漁業対
策への効果が期待されています。

クルーズマ氏は、AISや衛星データを活用
し、主要なイカ漁場や “ダーク船舶”を可視
化している取り組みを紹介しました。特に
北西インド洋で操業増加が確認され、洋上
転載ネットワークの存在も明らかにされて
います。

■漁業透明性の国際基準について

■南米ペルーの電子トレーサビリティの
　取り組みについて

■世界のイカ漁船可視化について

メイジー・ピジョン 氏
Coalition for Fisheries Transparencyディレクター

ホセ・カルロス・アルバレス 氏
WWFペルー水産物バリューチェーン・スペシャリスト

デビッド・クルーズマ 氏
Global Fishing Watchチーフ・サイエンティスト

第4部

第5部
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北川氏は、WWFペルーの「TrazApp」と連
携し、日本向け輸出における電子トレーサ
ビリティの実証を進めていくと説明しまし
た。IUU対策、人権配慮、持続可能な調達の
推進に取り組んでいます。

ヴァレス氏は、SFPでは企業連携により、
IUU対策やトレーサビリティの改善を進め
ていると説明しました。政府、企業、NGOに
よる国際協働が不可欠だと訴えました。

酒井氏は、インドネシアでは「STELINA」を
導入し、漁獲から輸出までをデジタル管理
していると説明しました。違法漁業の防止
や市場アクセスの向上を目指す一方で、現
場への定着が課題だと述べました。

■Umiosの取り組みについて

■市場との連携について

■インドネシアの電子管理について

北川 俊和 氏
Umios株式会社サステナビリティ戦略部
サステナビリティ推進課 兼 水産資源推進室 課長代理

カルメン・ゴンザレス＝ヴァレス 氏
Sustainable Fisheries Partnership
サプライチェーン・ラウンドテーブル・ディレクター

酒井 光夫 氏
インドネシア海洋水産省（KKP）
水産開発アドバイザー（JICA専門家）

　第5部のパネルディスカッションでは、チャン・ イー
モ氏(WWF中国ブルーエコノミー・プライオリティ・プ
ロジェクト・ コーディネーター)が参加し、まず中国に
おけるWWFの水産業に関する取り組みについて発表し
ました。電子トレーサビリティには、現場の利便性向上
や企業連携が重要であるとの認識が共有されました。ま
た、中国でも透明性向上に向けた変化が始まっているこ
とが報告されました。

パネルディスカッション
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ご署名のお願い
本サミットにおいて発表いたしました「世界のイカ資源の未来を共に守るための共同宣言書」につきましては、今後、さま
ざまな団体・企業の皆様にご署名をいただき、広く発信していく予定でおります。つきましては、貴団体（貴社）におかれ
まして本宣言書へのご署名を検討いただける場合には、WWFジャパン海洋水産グループ（fish@wwf.or.jp）まで、件名を
「イカ共同宣言書の署名について」とのうえ、ご連絡賜りますようお願い申し上げます。

最後に、WWFジャパンより「世界のイカ資源
の未来を共に守るための共同宣言」が提案さ
れました。この共同宣言書では、IUU漁業の撲
滅、科学的管理、電子情報共有、国際協力の
重要性について、イカ産業に関わる多様なス
テークホルダーの署名を募っています。

WWFジャパンは、今回のサミットで得られた
知見やネットワークと共同宣言を活かし、イ
カ漁業のバリューチェーン、水産庁や研究機
関のみなさまと連携しながら、IUU漁業を抑制
し持続可能な資源管理を推進するため活動を
行っていきたいと考えています。

世界のイカ資源の未来を共に守るための
共同宣言
私たちは、世界からIUU漁業を撲滅し、世界の持続可能な
イカ漁業の実現を求めます。

このため、私たちは、関係各国政府を含むすべてのステー
クホルダーが協力し、以下を推進することを求めます。

•	 国際協力と情報共有の強化
•	 電子的な漁獲情報を迅速に収集・ 共有できる体制とシ

ステムの構築
•	 入手可能な最良の科学的知見に基づく管理の実施

関係国、サプライチェーン、NGO、科学者等、さまざまな
関係者が連携して責任を共有することにより、世界のイカ
資源およびそれに依存する地域社会や産業の長期的な持
続可能性、透明性、そしてレジリエンスを確保することを
目指します。

Joint Pledge for Protecting the Future of 
Global Squid Resources
We call for strengthened global efforts to prevent, deter, and 
eliminate Illegal, Unreported, and Unregulated (IUU) fishing and 
for the sustainable management of squid fisheries worldwide.

To achieve this goal, we urge all stakeholders, including the 
relevant governments, to work together to:

•	 Strengthen international cooperation and information 
sharing;

•	 Develop the timely electronic collection and transparent 
exchange of catch and fisheries data;

•	 Ensure science-based management measures informed by 
the best available science.

Through collaboration and shared responsibility between 
countries, supply chains, NGOs and scientists, we seek to 
ensure the long-term sustainability, transparency, and resilience 
of global squid resources and the communities and industries 
that depend upon them.

本件に関するお問い合わせ
WWFジャパン　自然保護室海洋水産グループ　
東京都港区三田1-4-28 三田国際ビル3階　
fish@wwf.or.jp　Tel: 03-3769-1718

共同宣言の提案

wwf.or.jp

人と野生生物が
共に自然の恵みを受け続けられる
世界を目指して活動しています


